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●　�民法で定められている契約にはさまざまなものがありますが、在宅ワークに関係が深いものは、
請負契約です。

●　�請負契約は、仕事の完成を目的としており、在宅ワーカー自らが仕事を調整して、その責任で完
成に努めます。

●　�請負人には仕事を完成させる義務があります。もし、仕事の完成前に請負人の責任でない災害な
どが起こって、仕事を最初からやり直さなければならなくなっても、請負人は原則として余計に
かかった費用を請求することができません。

●　�成果物が不完全なものであれば、発注者から不完全な点の補修や損害賠償を求められます。ま
た、成果物が契約の目的を達成できないほど不完全であれば、契約を解除されることもありま
す。

在宅ワークに関連する法律

法テラスのホームページでは、相談窓口や法的トラブルに関するよくある質問と答えを検索
することなどができます。
法テラス・ホームページ　http://www.houterasu.or.jp/　へ

●�　�下請法は、①委託者である法人事業者（親事業者）と、受託者である法人または個人事業者（下
請事業者）の資本金区分、②取引の内容の二つの条件が合致した取引に適用されます。

●　�対象となる取引は、①製造委託　②修理委託　③情報成果物作成委託　④役務提供委託です。
●　�在宅ワークと関係が深いのは、情報成果物作成委託と役務提供委託です。
　　�情報成果物作成委託とは、ソフトウエア、映像コンテンツ、各種デザインなど、情報成果物の提

供や作成を行う事業者が、他の事業者にその作成作業を委託することです。
　　�役務提供委託とは、例えば情報サービス事業者が、顧客から請け負うデータ入力作業を他の事業

者に委託する場合など、各種サービスの提供を行う事業者が、請け負った仕事を他の事業者に委
託することです。

●　��親事業者が次の行為をすることは禁止されています。
　　�　　  買いたたき 　　　�親事業者が、発注する物品、役務等に通常支払われる対価に比べ、著し

く低い下請代金を不当に定めること
　　�　  下請代金の減額　 　�親事業者が、下請事業者に責任がないのに、発注時に決めた金額から一

定額（一定率）を減額して支払うこと
　　�  下請代金の支払遅延 　�親事業者が、物品などを受け取った日（役務提供委託の場合は、下請事

業者が役務の提供をした日。）から60日以内で定めなければならない支
払日までに下請代金を支払わないこと

など
下請法の詳細は、
公正取引委員会下請法ホームページ　http://www.jftc.go.jp/shitauke/index.html　へ

契約に関する一般的なきまりを定めています民 法
みんぽう

下請法
したうけほう

下請取引の公正化、下請事業者の利益を保護することを目的として
います
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「消費者」と「事業者」との間で締結される契約について、
契約の取消し及び契約条項の無効等を定めています

●　�消費者と事業者の契約が対象となります。「消費者」とは、個人をいいます。ただし、個人の場
合でも、「事業として又は事業のために契約当事者となる場合」は「事業者」となり消費者契約
法は適用されません。

　　�しかしながら、在宅ワークの中には、在宅ワークのために必要な材料や機械を購入させることを
主な目的とし、その在宅ワークが客観的にみて実体がなく、事業とは認められないものがありま
す。この場合は、事業のための契約ではないので「消費者」に当たり、消費者契約法の対象とな
ります。

●　��事業者の不当な勧誘で消費者が、重要事項について誤認し、又は困惑して契約した場合は、契約
を取り消すことができます。

　　�また、消費者の利益を不当に害する契約条項の一部又は全部は無効となります。

消費者契約法の詳細は、 
消費者庁ホームページ　http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/　へ 

消費者契約法
しょうひしゃけいやくほう

消費者トラブルが起こりやすい取引を対象に、事業者が守る
べきルールと消費者を守るルールを定めています

●　�対象となる取引は、①訪問販売　②通信販売　③電話勧誘販売　④連鎖販売取引　⑤特定継続的
役務提供　⑥業務提供誘引販売取引　⑦訪問購入です。

●　�在宅ワークと関係が深いのは、業務提供誘引販売取引です。「仕事を提供するので収入が得られ
る」という口実で消費者を誘い、仕事に必要であるとして、商品を販売したりサービスを提供し
て金銭を負担させる取引のことです。

●　�業務提供誘引販売取引の場合、消費者を守るルールとして、以下のものがあります。
消費者が契約した場合、法律で決められた書面を受け取った日から20
日間以内であれば、消費者は、事業者に対して、書面により契約を解除
することができます。
事業者が、契約を結ぶよう勧誘する際にウソを言って、消費者がそのウ
ソを信じて契約した場合などは、契約を取り消すことができます。　　

　　　　　　　　　　など
特定商取引法の詳細は、 
特定商取引法ガイド　http://www.no-trouble.go.jp　へ 

特定商取引法
とくていしょうとりひきほう

家内労働者の労働条件の向上と生活の安定のため、委託条件
の明示や工賃の支払いの確保などについて定めています

●　�在宅での働き方のうち、製造・加工業者などから物品の提供を受けて、物の製造、加工などをす
る人を家内労働者といいます（注）。

　　（注）在宅ワーカーは、基本的には家内労働者に該当しません。
●　�なお、原稿に従って入力作業を行い、製造・加工業者などから提供を受けた外部記憶媒体

（CD-R／CD-RWなど）に保存し納品する作業は家内労働法の「加工」に該当し、家内労働法が
適用されます。

家内労働法の詳細は、厚生労働省ホームページ
　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/hourei/index.html　へ

家内労働法
かないろうどうほう

取消制度

クーリング・オフ制度


